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2B05 IT の自己増殖化機能発現に よ る企業体の競争優位性発揮の 実証 

0 保 々  雅世 ( ヴィリアネット・ジャパン ) , 渡辺 千匁 ( 東工大社会理工学 ) 

1. 序 後述するように 家電量販店がマーケットにおけるリーダーシップ 

をとっていること、 (3 跣行論文において 述べたように 代表的な企 
情報化社会では、 n の効果的革新・ 活用が、 企業の生存 戦 業のひとつであ る ョドバ シカメラが IT を軸にして非常に 好調な成 

略 の 要 となる。 n が内包する自己増殖作用に 着目し、 本稿では、 長を遂げていること (Watanla ㎏㎝ dHobo(2003)[5].) 、 から、 ョド 

その実例として、 最終消費者を 顧客とする家電量販店において   バ シカメラの業界内の 優位性発揮に nT の自己増殖機能発現が 
経営の効率化を 狙 い とする ERP, ㊤ n 援や nseReso ℡ cesPlanlnlnlg)  果 たした効果を 実証する。 
ソフトウェアの 活用過程において、 当該企業が ERP, ソフトウエア 

を活用する内部プロセスと、 顧客ニーズを 把握し顧客に 価値を 
提供するという 外向きのプロセス 間に発生する 共進化および、 3. 家電量販店を 取り巻く環境 

TT の自己増殖機能の 発現により、 業界内の競合他社に 対して 
どのような優位性を 発揮したかを 実証する。 1970 年代、 家電業界における 販売チャネルは、 製造メーカー 

自体がリーダーシップをとっていた。 メーカーが自社系列の 販売 
2. 情報化社会における 日本企業の課題 会社や販売店網を 全国規模で築きあ げ、 自社製品の販売は 主 

にこの販売網で 行っていた。 しかし 1980 年市場の成熟とともに 

日本は、 工業化社会においては、 世界に先駆け、 先進的な 競争が激 ィヒし 、 結果としてメーカーは 売上げの伸び 悩みと生産 

製造技術を開発・ 活用してハイテク・ミラクルを 享受したが、 1990  設備を他に転化できず 大量の製品在庫を 抱えるよ う になった。 
年代以降の情報化社会においては、 Ⅱの開発・活用面で 欧米 この時期にメーカー 直販チャネルに 変わって台頭してきたのが 

に大きな遅れをとっている。 ぼを企業経営にいかに 活用してい 家電量販店であ る。 服仕にあ る大量の滞留在庫を 、 量を買 う こと 

くかが日本企業再生の 鍵となっているが、 日本企業は欧米企業 で仕入れ原価を 下げ、 価格と販売量の 両方でマーケットリーダ 

に比してその 活用スピードが 遅い状況にあ る。 表 1 にあ げるよ う シップをとっていったのであ る。 下記の図 1 に見るよ う に、 小売業 

なぼ 活用ポイントのシフトにうまく 対応しきれず、 工業化社会型 全体における 家電量販店カテゴリ 一の販売額は 年々増加の一 

の TT 活用にとどまっているのが 現状であ る。 途をたどっている。 1985 年代には 5% 程度であ ったものが 2002 
年には 12% を占めるよ う になっている。 

しかし、 一部企業においては、 1990 年代前半から 日本市場 
に紹介されはじめた、 EM, をはじめとする 統合業務パッケージソ 

フトを効率的に 導入することで、 短期間のあ いだに成果を 挙げ 
ている。 自社の汀活用に 対するパラダイムを 外からの風 ( パッケ 
ージ ) を大胆に取り 入れることによって、 いままで成し 遂げられて 

いなかった全体最適を 実現し経営効率を 上げることを 目的の n 
活用を行お う としているのであ る。 

    
      

    
    

          
    

    

表 1 企業における IT 活用ポイントの 推移 
                                                                                                  " ダダダ 

1980 年代 1990 年代 

スコープ 個々の業務プロセス 連続した業務プロセス 図 1. 家電量販店の 売上高と小売業における 割合   
目的 品質・コスト 納期 RoT, 顧客満足 S0wce:  日経流通新聞 (1986-2003)[l]   
利益の享受者 エンド ユーザ一 経営者・顧客 
推進者 エンド ユーザ一 戦略企画部門 また、 小売業における 成長率だけでなく、 メーカー側から 見て 
システム開発 自社開発 パッケージ購入 もし、 たとえば松下電器を 例にとると、 1993 年には売上全体の 4 
実現までの時間 年単位 月 単位 7% が量販店チャネルによるものであ り、 これが 2 ㏄ 3 年上半期 
So ℡ ce:Wat ㎝ 朽 e ㎝ dHob0(2003)[4]   には 58%0 にまで上昇している。 いまや家電業界の 販売のリーダ 

ーシップは家電量販店に 負 う といっても過言ではない。 
今回、 IT の自己増殖的機能発現による 企業体の競争優位性 

実証について、 家電量販店業界をとりあ げた理由としては、 (1) 家電量販店業界の 売上高・経常利益の 推移を表したのが 下 
家電量販店が 販売している 消費者向けの 製品は、 工業化社会・ 記の図 2 、 図 3 であ る。 
  清朝化社会を 通じて、 日本の製造業が 優位性を保っている ぶ 

んやであ ること、 (2H その消費者向け 電気機器の販売において、 
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図 2. 家電量販店各社売上高推移 (1985-2002)   

Source:  日経流通新聞 (1986-2003)[1]. 
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図 3. 家電量販店各社経常利益推移 (1985-2 ㎝ R2)   
Source:  日経流通新聞 (1986-2003)[1]. 

図 2 、 図 3 からわかるよ う に、 各社、 売上高自体はほぼ 右肩上 

がりで推移しているが、 経常利益を見ると、 必ずしも売上高に 比 

例するわけではなく、 収益を上げられない 企業が多々見受けら 
れる。 このなかで ョドバ シカメラだけが 双方とも右肩上がりの 着実 

な成果を挙げている。 

表 2 家電量販店における 2 つのセグメント 

郊覚型量販店 カメラ型量販店 

成り立ち 家電製品 カメラ関連 

店舗の場所 地域集中型 全国展開 

立地 郊覚・期間道路沿い 都心・主要駅そば 

店舗規模・ 数 中型・多数 大規模・少数 

取扱商品数 数月アイテム 数十万アイテム 

主力商品 家電・ Av PC. カメラ・ AV 

家電量販店業界における 主要企業は、 ヤマダ電機、 ョドバ シ 

カメラ、 コジマ電機、 ビックカメラ、 ベスト電器、 ダイイチ ( デオデ 

オ ) 等であ るが、 これらはその 成り立ちから、 表 2 にあ るよさに、 郊 

外型量販店とカメラ 型量販店の 2 種に層別され、 同じく表 2 に述 

べるような特徴を 持っている。 名前のとおり、 郊覚型量販店は 郊 
外に住むニューファミリーを 対象とし、 家が車で週末に 購買する 

という、 顧客層を対象にし、 店舗立地や品揃えなどもそれにあ っ 

たものとなっている。 また、 カメラ型量販店は、 カメラをはじめとす 

る比較的嗜好品に 近い、 小型の AV 機器や PC 等の情報家電を 
主な製品とし、 都心の大型ターミナルに 店舗を持ち、 通勤・通学 

の行き帰りに 個人顧客が購買するということを 想定して販売戦略 
が立てられている。 ただし、 近年は大店法の 改正等もあ り、 郊覚 
型 量販店の店舗の 大型化、 それによる取扱商品の 拡充や、 また 
都心にあ るカメラ型量販店が 週末に家族顧客を 集客するなど、 
両者の境目があ いまいになる 傾向が見られている。 よって、 いま 

までのような、 地域ごとや、 商品ごとの棲み 分けがもはや 存在せ 
ず、 また情報家電 と 呼ばれるデジタルカメラや pc 関連機器等に 
おけるメーカ 一の製品開発サイクルの 短縮化ともあ いまって、 業 

界 内の競争が激化し、 経営の効率化や、 業界再編が進んでい 
る。 

家電業界各社について、 1992 年から 1997 年、 1997 年から 

2002 年の経常利益 額 と利益率の変化をプロットしたのが 下の図 

4 、 図 5 であ る。 

1992-1997 

ソニー @7 l2 + 0 ・ 00g x+ lg5 D a 綾 ・ R, 0.369 

( 一 0.76 ) (l 22 ) (4.25 ) 
D: マ Ⅱ ノサ テンキ．コジマ． ビソウ カメラ．ラオック ス - Ⅰ．その他 -0Q                                         
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経常利益 ( 百万円 ) 

X: 経常利益変化率 y: 利益率変化率 

図 4.  家電量販店各社における 経常利益と利益率の 相関 

(1992-1997) 
Source:  日経流通新聞 (1992-1997)[1]   

1997-2002 

  

丁 一 49.64+0.008 ヱ クゆ Ⅸ， 0 ・ 817 
(5.57) (7.07) 

経常利益 ( 百万円 ) 

図 5    家電量販店各社における 経常利益と利益率の 相関 

(1997-2002) 
Source:  日経流通新聞 (1997-2002)[1]. 
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図 4 に見るよ う に、 1992 年から 1997 年においては、 利益率の 

変化率と経常利益については 明確な相関が 見られず、 群雄割 
拠のさまを見せている。 しかし、 1997 午から 2002 年を見ると明ら 

かな相関が見られ、 競争秩序ができあ がってきていることがうか 
がわれる。 このような競争の 中で、 ヤマダ電機と ョドバ シカメラが 

群を抜いていることが 注目される。 

このことから、 郊覚型量販店およびカメラ 型量販店の 各 カテゴ 
リ一の売上高トップであ る、 ョドバ シカメラ と ヤマダ電機が 勝ち組 

であ るといえる。 この両者について 次章で IT 活用の度合いにポ 

イントをおいて 比較，評価していく。 

4. 1T 活用が企業価値向上に 寄与した効果の 分析 

現在売上高で 2 位を占める ヨドバ シカメラは 1980 年代から n 
活用を戦略の 機軸においてきた。 図 6 にみられるよ う にシステ 

ム化を段階的に 着実に進め、 その結果として 着実に店舗展開を 
行っている。 着目すべきは、 新人事システムに 始まる ERP の早 
期からの導入に 加えて小売 葉 向けソリューションの 開発におけ 
る日本でのパイロットカストマ 一 として、 積極的にパッケージを 活 

用 したⅡの利用を 推進してきている   占であ る。 

    
  

                    

                    コールドポイントカード 会見 牧 500 万人   
Ⅴ れ 

， " 中       

図 6.  ョドバ シカメラにおけるⅡ活用と 店舗数の伸び 
(1975-2001). 

Source:Wat ㎝ あ e ㎝ dHobo(2003)[5]   

今回、 ヤマダ電機と ョドバ シカメラの 2 社を分析するにあ たり、 

IT 活用の経営体質への 貢献度を測る 尺度として以下の 5 つを 
取り上げた。 

I)  scM の活用度合 二 在庫回転率 

2) IT による効率化度合 三 従業員一人当たり 売上高、 従業 

員一人当たり 利益 額 

3) 顧客管理分析の 適合皮二ポイントカード 会員数 

ているものであ り、 各社それに取り 組んでいるが、 この SCM の活 

用度合を直接に 評価する数値が 在庫回転率であ る。 なぜなら、 
在庫回転率はその 販売会社においてひとつの 商品がどれだけ 
企業内に滞留していたかを 表す数値であ るため、 その会社が平 
均何日でものを 売り切るかをあ られす指標となる。 よって在庫回 

転率の高さはその 企業の売り切る 強さをあ らわし、 ひいては 資 
本の有効活用を 見る尺度となる。 最終的な結果としては   売上 
高と利益率によってもこれを 評価することができる。 

また、 2Y 従業員一人当たりの 売上高・利益額 は ついては、 人 
材の効率化を 図ることがⅡ活用の 主な目的であ るため、 効率化 

を測定する指標としてとりあ げた。 Im を用い顧客ニーズの 分析を 
行った結果、 ・リピート客をつかみ、 顧客の囲い込みができ 
ているかの証左として 3) ポイントカード 会員数を用いる 

こととした。 

表 3  ヤマダ電機と ョドバ シカメラの TT 活用度比較 

ヤマダ電機 ョドバ シカメラ 

取扱商品 3 万アイテム 50 万アイテム 

scM 対象商品数 82 品目 取扱商品の 90% 
(45 万アイテム ) 

在庫回転数 11.2 回，年 30 回 7 年 

一人当り売上高 1.1 億円 (2001 年 )  2.6 億円 (2001 年 ) 

一人当り利益 402 万円 (2001 年 )  1,398 万円 (2001 年 ) 

カード開始時期 2001 年 1990 年 

カード会員数 末 公表 1400  万人 

100 万人 ( 推定 ) 

注 : データは特に 注釈のないものは 2002 年度 

Source: 日経流通新聞 (2001-2003)[I] 

ョドバ シカメラ社内資料 (2003)[3] 

上表を見れば 明らかなよ う に SCM そのものの推進に 関しても 
またその結果としての 在庫回転率においても ョドバ シカメラの方 

が 効果をあ げている。 特に一人当たりの 売上高においては、 ヤ 

マダ電機の二倍強、 一人当たり経常利益 額 においては三倍強 
と圧倒的な高経営効率となっている。 

7%                                       2001 
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在庫回転率については、 販売業において、 販売機会損失の 
低減を図るためにもっとも 効果的なのは、 品揃えを豊富にするこ 

と 二 取扱品目を増やすこと、 であ る。 ただしいたずらに 品目数を 

増やしても売り 切れなければ 在庫となり経営を 圧迫する。 すなむ 
ち販売傾向を 予測し売れ筋の 商品を揃え、 かつ売り切ることが 

重要であ る。 これは SC Ⅵ SupplyChainManagement) が目的とし 

売上高 (S:KX 鳶目 ) 

図 7. 家電量販店各社売上高と 経常利益率の 相関 (1993-2002     

3 年移動平均 ). 
Source: 日経流通新聞 (1994-2003) Ⅲ・ 
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図 7 において、 売上高に対する 経常利益率の 相関を見ると、 

両社ともに正の 弾性値を示しており 収穫逓増の傾向が 見ら 
れるものの、 両社の弾性値を 比較すると、 ヤマダ電機の 0 ． 29 
に対し、 ョドバ シカメラは 0 ． 52 となっており、 スケールメリットをより 

発揮していることがうかがわれる。 

600   

図 7 に表されるよ う に 、 ョドバシ における顧客志向が、 前面に 

あ る顧客とのやり 取りはもちろん、 それを受けてバックヤードの 商 

品供給サイドの 効率化と密接に 結びつき、 最終的には顧客に 対 
して新たなる 付加価値をフィードバックするという 価値の自己増 
殖がⅡの活用をてこにして 発生しているのが 見受けられる。 
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図 8. 家電量販店各社売上高と 従業員数の相関 (2002)   

source: 日経流通新聞 (2003) Ⅲ・ 

また、 各社における 売上高と従業員数の 相関を表したものが 
上記の図 8 であ る。 図には ョドバシ を グ ミ一変数とした 12 社の従 

業 員数と売上高の 相関分析結果も 付しているが、 これを見ると 

各社の売上高と 従業員数の間にはきわめて 高い相関がうかが 

われる。 この中で ョドバシ は相関ラインよりかなり 高い位置にあ り、 

同社の労働生産性の 高さが顕著にうかがわれる。 これは圧をフ 
ルに活用し、 経営の効率 ィヒ を実現していることの 証左といえる。 

5. 考察 

前章までで述べたよ う に、 利幅が薄く浮き 沈みの激しい 家電販 
売業界で ョドバ シカメラが売上高・ 利益ともに右肩上がりの 成長 

を続けてきたのは、 経営戦略に即した 情報技術戦略があ り、 そ 
れぞれのシステムが 単独に独立したものではなく、 巧妙に関連 

し 補完しあ って相乗効果をあ げているところにあ るといえる。 

      Ⅰ り " p 由 介 "  、 "" Exlend 。 。 Ⅰ " 由 、 
    

図 10 ．情報技術の 戦略的活用一目的と 適用範囲の拡大   

So ℡ ce:HobomdWatma ㎏ (2 ㏄ 3)[2]   

この ョドバシ におけるⅡの 自己増殖機能の 共進化の発現は、 
上記の図 10 における目的と 適応範囲の継続的な 拡大にほかな 

らず、 適応範囲においては 企業の中のプロセスから、 顧客や供 
給サイドの べ ンダーを巻き 込んだサプライチェーンに 広げること 

でスケールメリットや 相乗効果を創出し、 目的においては、 コスト 
削減や生産性の 向上といった 効率化主体のものから 顧客に対 

する新たなる 価値創出を目指してゆくものであ ることがうかがわ 

れる。 
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図 9. ョドバ シカメラにおける IT  の自己増殖的機能共振化の 例． 
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